　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                      　　　　　　　　　　　　　　　　　


 eq \o\ad(資本取引に関する一括報告書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
（法第55条の3第1項第1号から第4号、第10号及び第11号に係るもの）

 eq \o\ad(財務大臣殿,　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告年月日：　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　
(日本銀行経由)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　年　　　月分）　　　　　　　  eq \o\ad(報告者,　　　　　)：
氏名又は名称及び

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
報告者の区分（該当分に○）

　　1．公的　　　2．銀行　　　3．その他　　  

住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
責任者記名押印

又は署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
担当者の氏名（電話番号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1)　対非居住者　                                                                                                                             （単位：億円）

	区　　分
	合　　計
	 eq \o\ad(国別内訳,　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅

	信　託　契　約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	金銭の貸付契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)

	金銭の借入契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)
	
	(　　)

	債務の保証契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	対外支払手段又は債権の売買契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	金融指標等先物契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(2)　対居住者　                                            （単位：億円）

	区　　分
	発　　生
	消　　滅

	対外支払手段又は債権の売買契約
	
	

	金融指標等先物契約
	
	


(3) 　(1)のうち、債権売買等により原債権（又は債務）者の所在国と新たな債権者（又は債務者）の所在国が異なった金銭貸借契約の国別内訳　          （単位：億円）

	区　　分
	合　　計
	 eq \o\ad(国別内訳,　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅
	発 生
	消 滅

	金銭の貸付契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	金銭の借入契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（記入要領）

1　西暦により記入すること。

2　「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。

3　「取引金額」欄には、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。

4　記入欄が不足する場合は、適宜欄を追加し、又は本様式を用いて当該不足する欄のみを記入し次葉として報告すること。

5　「金銭の貸付契約」欄のかっこ書には、債権放棄による消滅を、「金銭の借入契約」欄のかっこ書には、債務免除による消滅をそれぞれ内書すること。

6　本省令第5条の規定の適用を受ける資本取引は、本報告の対象外であるが、これを除外することが困難な場合には、これを含めて報告して差し支えない。

7　報告する者が法第55条の3第3項に規定する届出者である場合には、当該届出者が銀行等又は金融商品取引業者との間で行った資本取引（同条第1項第4号又は第11号に掲げる資本取引に限る。）については、本報告の対象外であるが、これを除外することが困難な場合には、これを含めて記入して差し支えない。



１. 本様式の利用について
銀行等、金融商品取引業者、及び届出者（注1）が、外為法第55条の3第1項第1号から第4号、第10号及び第11号に係る資本取引の報告（注2）を一括して行う場合は、本様式により報告することができます。
ただし、以下の取引は報告不要です（除外することが困難な場合は、これを含めて報告しても差し支えありません）。

（１）外為法第55条の3に基づく資本取引の報告のうち、報告省令第5条に基づき報告が不要とされている取引（注3）。

（２）報告する者が届出者の場合、当該届出者が銀行等または金融商品取引業者との間で行った資本取引（外為法第55条の3第１項第4号、第11号に掲げる資本取引に限る）。

（注1）　他の居住者との間で資本取引を行う居住者であって、報告省令第6条に基づき、自己の資本取引の相手方となる者の報告を要しないこととしたい旨を財務大臣に届け出た者をいいます。

（注2）　非居住者との間で行う信託契約、金銭の貸借契約、債務の保証契約、対外支払手段又は債権の売買契約、金融指標等先物契約、及び居住者との間で行う対外支払手段又は債権の売買契約、金融指標等先物契約が報告の対象となります。

（注3）　外為法第55条の3第1項第1号から第4号に係る資本取引の金額が1億円に相当する額（外貨の場合は外為法で定める「基準・裁定外国為替相場」により換算）以下の場合等。
２. 報告の時期
資本取引を行った日の属する月の翌月20日まで。
３. 提出書類および提出部数

「資本取引に関する一括報告書（法第55条の3第1項第1号から第4号、第10号及び第11号に係るもの）」（別紙様式第十二）・・・1通

４．報告書の提出先と照会先
（１）提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

（２）本報告書に関する照会先

・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107

別紙様式第十二





根拠法規：外国為替の取引等の報告に関する省令


主務官庁：財務省





（日本工業規格A4）


）





資本取引に関する一括報告書の提出要領












